
平成３０年度

統一的な基準による

財 務 書 類

一 般 会 計 等



（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 49,961,062 ※ 固定負債 20,531,252

有形固定資産 47,215,168 ※ 地方債 19,002,098
事業用資産 30,280,772 ※ 長期未払金 -

土地 14,871,324 退職手当引当金 1,529,154
立木竹 4,708 損失補償等引当金 -
建物 27,212,720 その他 -
建物減価償却累計額 △ 13,801,524 流動負債 1,740,321
工作物 3,713,101 1年内償還予定地方債 1,407,929
工作物減価償却累計額 △ 1,719,556 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 133,620
航空機 - 預り金 198,772
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 22,271,573
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 0 固定資産等形成分 52,104,700

インフラ資産 16,480,329 余剰分（不足分） △ 21,666,106
土地 6,992,563
建物 608,390
建物減価償却累計額 △ 231,412
工作物 37,921,423
工作物減価償却累計額 △ 29,873,509
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 1,062,874

物品 1,204,947
物品減価償却累計額 △ 750,880

無形固定資産 4,980
ソフトウェア 4,980
その他 -

投資その他の資産 2,740,914
投資及び出資金 339,202

有価証券 1,409
出資金 337,793
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 163,463
長期貸付金 0
基金 2,282,408

減債基金 -
その他 2,282,408

その他 -
徴収不能引当金 △ 44,159

流動資産 2,749,105
現金預金 570,213
未収金 49,212
短期貸付金 -
基金 2,143,638

財政調整基金 2,142,335
減債基金 1,303

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 13,958 30,438,594

52,710,167 52,710,167

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表
（平成３１年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



（単位：千円）

経常費用 13,953,882 ※

業務費用 7,511,571
人件費 2,557,686 ※

職員給与費 2,230,060
賞与等引当金繰入額 133,620
退職手当引当金繰入額 -
その他 194,005

物件費等 4,824,590
物件費 3,169,021
維持補修費 87,512
減価償却費 1,556,774
その他 11,283

その他の業務費用 129,295 ※

支払利息 97,370
徴収不能引当金繰入額 4,934
その他 26,992

移転費用 6,442,311 ※

補助金等 1,582,792
社会保障給付 2,946,090
他会計への繰出金 1,442,074
その他 471,356

経常収益 565,802
使用料及び手数料 201,340
その他 364,462

純経常行政コスト 13,388,080
臨時損失 25,099

災害復旧事業費 -
資産除売却損 24,498
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 601

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト 13,413,178 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 金額



（単位：千円）

前年度末純資産残高 31,338,961 ※ 52,598,156 △ 21,259,194

純行政コスト（△） △ 13,413,178 △ 13,413,178

財源 12,493,705 12,493,705

税収等 9,529,197 9,529,197

国県等補助金 2,964,508 2,964,508

本年度差額 △ 919,473 △ 919,473

固定資産等の変動（内部変動） △ 512,561 512,561

有形固定資産等の増加 1,368,154 △ 1,368,154

有形固定資産等の減少 △ 1,659,699 1,659,699

貸付金・基金等の増加 37,207 △ 37,207

貸付金・基金等の減少 △ 258,223 258,223

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

その他 19,106 19,106 -

本年度純資産変動額 △ 900,367 △ 493,455 △ 406,912

本年度末純資産残高 30,438,594 ※ 52,104,700 ※ △ 21,666,106

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

科目 合計



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 12,240,004

業務費用支出 5,857,584 ※

人件費支出 2,554,862
物件費等支出 3,189,688
支払利息支出 97,370
その他の支出 15,663

移転費用支出 6,382,420 ※

補助金等支出 1,582,792
社会保障給付支出 2,946,090
他会計への繰出支出 1,442,074
その他の支出 411,465

業務収入 12,557,234 ※

税収等収入 9,532,732
国県等補助金収入 2,536,693
使用料及び手数料収入 200,932
その他の収入 286,876

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 317,230
【投資活動収支】

投資活動支出 1,405,361
公共施設等整備費支出 1,368,154
基金積立金支出 37,207
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 616,314 ※

国県等補助金収入 427,814
基金取崩収入 187,795
貸付金元金回収収入 704
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 789,047
【財務活動収支】

財務活動支出 1,263,323
地方債償還支出 1,263,323
その他の支出 -

財務活動収入 1,756,400
地方債発行収入 1,756,400
その他の収入 -

財務活動収支 493,077
21,260

350,181
371,441

前年度末歳計外現金残高 198,920
本年度歳計外現金増減額 △ 148
本年度末歳計外現金残高 198,772
本年度末現金預金残高 570,213

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

資金収支計算書
自　平成３０年４月１日　
至　平成３１年３月３１日

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

科目 金額
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一般会計等財務書類における注記 

 

１ 重要な会計方針 

 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･･････････････････････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの ･･････････････････････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･･････････････････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･････････････････････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産･･･････････････････････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････････････････････再調達原価 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

  市場価格のないもの･･････････････････････････････････取得原価 

② 出資金 

市場価格のないもの･･････････････････････････････････出資金額 

 

      ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化等により出資金の価 

値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしています。この「著しく低下した 

とき」は、出資金の価値の低下割合が３０％以上である場合に該当するものとしていま 

す。 

 

  （３）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

主な耐用年数は以下のとおりです。 

建  物       １５年～５０年 

工作物          ７年～６０年 

物  品          ２年～２０年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 
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（ソフトウェアについては、本市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によってい 

ます。） 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス ・ リース取引に係るリース資産 

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金、長期延滞債権、長期貸付金及び基金貸付金の徴収不能又は回収不能に備え 

るため、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

 退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から、既に職員に対し退職 

手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のう 

ち、本市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

③ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額 

の見込額について、全支給対象期間に対する本会計年度の支給対象期間の割合を乗 

じた額を計上しています。 

 

（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス ・ リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス ・ リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース 

料総額が３００万円以下のファイナンス ・ リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス ・ リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング ・ リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

現金 ・ 普通預金 ・ 定期預金 

なお、現金 ・ 普通預金 ・ 定期預金には、出納整理期間における取引により発生する資金 

の受払いを含んでいます。 

 

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理 
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消費税等の会計処理は、税込方式としています。 

②物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が５０万円（美術品は３００万円）以上の場合に 

資産として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

③資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が６０万円以上であるとき、その修繕に 

係る支出が当該償却資産の資産価値を高め、又はその耐久性を増すこととなると認めら 

れるかどうかを判断し、認められる部分に対応する金額を資産の取得金額として処理して 

います。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

 

（１）会計方針の変更 

該当はありません。 

（２）表示方法の変更 

該当はありません。 

（３）資金収支計算書における資金の範囲の変更 

該当はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

 

（１）主要な業務の改廃 

該当はありません。 

（２）組織 ・ 機構の大幅な変更 

該当はありません。 

（３）地方財政制度の大幅な改正 

該当はありません。 

 （４）重大な災害等の発生 

該当はありません。 

 

４ 偶発債務 

 

  会計年度末においては現実の債務ではないが、将来、一定の条件を満たすような事態が生じた

場合に債務となるものは、次のとおりです。 

（１） 保証債務及び損失補償債務負担の状況 
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                                                                      (単位：千円) 

 

団 体 名 称 

 

総   額 

 

うち確定債務額 

 

うち未確定債務額 

未確定債務額の 

 

うち引当金計上額 

葛城市土地開発公社 ３，５００，０００          ０ ３，５００，０００            ０ 

 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

該当はありません。 

 

５ 追加情報 

 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

霊苑事業特別会計 

住宅新築資金等貸付金特別会計 

学校給食特別会計 

② 一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

差異はありません。 

③ 地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出 

  納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数と 

しています。 

④ 各項目の金額を表示単位未満の金額で四捨五入しているため、合計金額等が一致しな 

い場合があります。 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次の 

とおりです。 

                                                       （単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

―          ― ７．３ ５７．３ 

⑥ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  

該当はありません。 

⑦ 繰越事業に係る将来の支出予定額  

繰越明許費（地方自治法第 213 条）  (一般会計)           １８７，１８８千円 

継続費の逓次繰越額（同法施行令第 145 条第 1 項） (一般会計) 

                   １２，３１２千円 

事故繰越し（同法施行令第 150 条第 3 項） (一般会計)          ２，４３０千円 

⑧ 過年度修正等に関する事項 
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該当はありません。 

 

（２）貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

該当はありません。 

 

  ② 減債基金に係る積立不足額 

該当はありません。 

 

③ 基金借入金（繰替運用） 

  歳計現金に不足が生じる場合、効率性を勘案のうえ歳計現金への繰替運用を図ってい 

ます。 

 
④ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政 

需要額に含まれることが見込まれる金額                  １６，４２９，７７１千円 

 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次 

のとおりです。 

標準財政規模 ８，９２１，４２８千円 

一般会計等に係る地方債の現在高 ２０，４１０，０２６千円 

一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還に充てるための 

一般会計等からの繰入見込額 ５，９４８，２７５千円 

将来負担額 ２８，２７６，１９２千円 

充当可能基金額 ３，３５５，７３２千円 

特定財源見込額 １９１，０７５千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額  １６，４２９，７７１千円 

 

⑥ 地方自治法第 234 条の 3 に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務 

金額 

該当はありません。 

 

⑦ 管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登記が 

行われていない法定外公共物は次のとおりです。なお、当該資産は貸借対照表の資産 

に計上されません。 

該当はありません。 
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⑧ PFI 事業に係る資産 

該当はありません。 

 

（３）行政コスト計算書に係る事項 

該当はありません。 

 

（４）純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上していま 

す。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（５）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支  ▲４６２，９２７千円 

収  入  総  額 １５，２８０，１２９千円 

繰    越    金 ▲３５０，１８１千円 

地 方 債 発 行 額 ▲１，７５６，４００千円 

財政調整基金等取崩額 ▲９０，０００千円 

支  出  総  額 ▲１４，９０８，６８８千円 

地方債元利償還額（一時借入金を除く） １，３６０，５７０千円 

財政調整基金積立額 １，６５３千円 

 

② 既存の決算情報との関連性                             （単位：千円）  

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 １５，０９０，６７０ １４，７２０，４９２ 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 １８９，４５９ １８８，１９６ 

前年度末資金残高 ３５０，１８１          ― 

資金収支計算書 １４，９２９，９４８ １４，９０８，６８８ 

 

地方自治法第 233 条第 1 項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としている 

のに対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算書 

と資金収支計算書は一部の特別会計（霊苑事業特別会計、住宅新築資金等貸付金特別 

会計、学校給食特別会計）の分だけ相違します。 
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③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

資金収支計算書 

業務活動収支 ３１７，２２９千円 

投資活動収入の国県等補助金収入 ４２７，８１４千円 

未収債権、未払債権額等の増加（減少） ▲１４７，５４４千円 

減価償却費 ▲１，５５６，７７４千円 

固定資産売却損 ▲２４，４９７千円 

賞与等引当金の増減額 ▲２，８２３千円 

退職手当引当金の増減額 ７２，０５５千円 

徴収不能引当金の増減額 ▲４，９３３千円 

純資産変動計算書の本年度差額 ▲９１９，４７３千円 

 

④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額 ３，５００，０００千円 

一時借入金に係る利子額 １２３千円 

 

⑤ 重要な非資金取引 

該当はありません。 


